
これは 第４期宇都宮市障がい福祉サービス計画 概要版 のテキスト版です 

 

第４期宇都宮市障がい福祉サービス計画 概要版 

 

Ⅰ 計画の概要 

１ 策定の趣旨 

平成２６年３月に策定した 第４次宇都宮市障がい福祉プラン の目標等を達成するため 

新たに第４期障がい福祉サービス計画を策定する 

 

２ 計画の位置づけ 

市町村障がい福祉計画 障害者総合支援法第８８条 第４次宇都宮市障がい者福祉プラン

の実施計画 

 

３ 計画の期間 

平成２７年度から平成２９年度 ３年間 

 

Ⅱ 第３期計画の実績 課題等 

１ 障がい者を取り巻く社会環境の変化と本市の状況 

障害者制度改革の基本的方向 

我が国の障害者に係る制度の集中的な改革の推進を図り 障害の有無にかかわらず 相互

に個性の差異と多様性を尊重し 人格を認め合う共生社会を実現 

 

マル１ 障害者基本法 の改正 平成２３年 

障がい者の定義の見直し 

マル２ 障害者総合支援法 の施行 平成２５年 

障がい者の範囲に難病等を追加 障がい児支援の強化 根拠法令が分かれていた施設 事

業体系を児童福祉法に一元化 地域における自立した生活のための支援の充実 相談支援

の充実 

マル３ 障害者差別解消法の成立 平成２５年 

障がいを理由とする権利侵害行為の禁止 

マル４ 障害者雇用促進法の一部改正 平成２５年 

雇用分野における差別の禁止 

マル５ 子ども 子育て支援法 の成立 平成２４年 

子ども 子育て支援事業計画において 障がい児も含めた支援体制づくりへの積極的な取

組を要請 

マル６ 本市の状況 平成２５年度 

障がい者手帳所持者は約２万人 障がい福祉サービス給付費約５６億２千万円であり そ

れぞれ年々増加傾向 



  

 

２ アンケート調査結果の概要 平成２６年６月実施 

サービス利用者 発送数１３４０人 回答数８５８人 回収率６４．０パーセント 

マルＡ 地域生活への移行 

入所施設から地域生活への移行希望 

今のまま入所施設で生活したい ７０．２パーセント 

家族と一緒に生活したい １２．５パーセント 

共同生活援助 グループホーム などを利用したい １１．５パーセント 

地域生活への移行に必要な支援 

経済的な負担の軽減 ６９．７パーセント 

必要な在宅サービスなどが適切に受けられること ６７．７パーセント 

障がい者に適した住宅の確保 ５９．７パーセント 

相談する相手が身近にいること ５６．４パーセント 

 

マルＢ 一般就労への移行 

現在の仕事における今後の意向 

工賃 賃金 の額に関係なく 現在行っている仕事を続けていきたい ６４．７パーセン

ト 

一般就労していないが 健常者と一緒に働きたいと考えている １２．５パーセント 

 

マルＣ 障がい福祉サービス 

障がい福祉サービスの満足度 

就労移行支援 ３９．４パーセント および 短期入所 ４０．８パーセント が低調 

今後 増やしてほしい 充実してほしいサービス 

相談機能の充実 ４６．０パーセント 

 

サービス事業者 発送数１７３箇所 回答数１２３箇所 回収率７１．１パーセント 

マルＡ 地域生活への移行 移行に必要な支援 

地域住民の正しい理解や協力 ７５．０パーセント 

地域の相談支援体制の充実 日中活動の場の充実 就労 訓練の場 余暇活動など ６５．

７パーセント 

 

マルＢ 一般就労への移行 障がい者の就労に必要な支援 

施設 事業所と企業とのつながり 情報交換 ７６．３パーセント 

障がい者雇用に対する企業の積極的な取り組み ６９．５パーセント 

 

マルＣ 障がい福祉サービス 事業運営上の課題 

スタッフ 人材 の確保 ７６．０パーセント 育成 ７２．７パーセント 



  

 

３ 関係団体との意見交換会結果の概要 宇障連など６団体 平成２６年６から７月実施 

マルＡ 地域生活への移行 

住み慣れた地域で生活できるグループホームの充実 地域における障がい者への理解促進

が必要 

 

マルＢ 一般就労への移行 

企業における障がいや障がい者への理解 職場での支援が必要 

 

マルＣ 障がい福祉サービス 

訪問系サービス 

ホームヘルパーなどの支援員 看護師などの専門職の確保が必要 

日中活動系サービス 

短期入所について 緊急時に利用できる空きベッドが必要 

居住系サービス 

日中に通所する施設から近いグループホームが必要 

障がい児支援系サービス 

必要なサービスや相談を身近な場所で受けられる体制が必要 

 

マルＤ 地域生活支援事業 

どこに何を相談すればよいのか分かるよう 一元化した窓口の設置が必要 

成年後見人制度を理解するための周知 啓発が必要 

 

４ 第３期計画の実績 評価等 

重点目標１ マルＡ 地域生活への移行 

マル１ 入所施設から地域生活への移行者数 平成１８から２６年度の合計 

目標１０８人 実績１０３人 平成１８から２５年度の合計 達成率９５．４パーセント 

マル２ 施設入所者の減少数 平成１７から２６年度の合計 

目標９３人 実績８７人 平成１８から２５年度の合計 達成率９３．５パーセント 

 

マル１ マル２は概ね目標を達成できる見込み 

 

重点目標２ マルＢ 一般就労への移行 

マル３ 福祉施設から一般就労への移行者数 平成２６年度 

目標３２人 実績４０人 平成２５年度 達成率１２５パーセント 

マル４ 福祉施設利用者に占める就労移行支援事業利用者の割合 平成２６年度 

目標８．７パーセント 実績５．９パーセント 達成率６７．８パーセント 

マル５ 就労継続支援事業利用者に占めるＡ型利用者の割合 平成２６年度 



  

目標１７．５パーセント 実績２４．９パーセント 平成２５年度 達成率１４２．３パ

ーセント 

 

マル３は 就労継続支援Ａ型事業所の増加などから 目標値を上回っている 

マル４ マル５は 特別支援学校卒業者における一般就労が増加  

平成２３年度 ３５パーセント から 平成２４年度 ４４．９パーセントと増加  

就労移行支援事業の利用者が減少する一方 就労継続支援Ａ型事業所の増加に伴い Ａ型

の利用者が大幅に伸びている 

 

マルＣ 障がい福祉サービス 

訪問系サービス 

利用量は 同行援護 について サービス提供事業所が増えなかったことから 見込みを

下回ったと考えられる 利用人数は概ね見込みどおり 

日中活動系サービス 

自立訓練のうち機能訓練 は 生活介護 や 就労継続支援Ｂ型 などの利用量 利用人

数の増加に伴い 見込みを下回っている 

就労移行支援 については利用量 利用人数が見込みを下回っているが 就労継続支援Ａ

型事業所が増加し 利用量 利用人数が増えている 

短期入所 は 一人あたりの月間平均利用日数が増加し 利用人数は見込みを下回ってい

る 

居住系サービス 

利用実績は概ね見込みどおり 

相談支援系サービス 

計画相談支援 は 相談支援専門員が十分ではなく 利用人数は見込みを下回っている 

 

マルＤ 地域生活支援事業 

基幹相談支援センター の設置 成年後見制度利用支援事業 の利用を除き 概ね見込み

どおり 

 

１から４を踏まえ 課題の総括 

マルＡ 地域生活への移行 

住まいの場や相談支援体制など地域生活を支援する体制の充実が必要 

必要な在宅サービスや希望する日中活動サービスの提供体制の充実が必要 

マルＢ 一般就労への移行 

関係機関や企業と就労支援に関する情報共有を継続して行うことが必要 

一般就労に結び付ける就労支援の充実が必要 

マルＣ 障がい福祉サービス 

訪問系サービス 



  

サービス提供体制の充実が必要 

日中活動系サービス 

在宅の障がい者の地域生活を支援する体制の充実が必要 

居住系サービス 

住まいの場の確保が必要 

相談支援系サービス 

地域生活への移行 定着にむけた支援の充実が必要 

障がい児支援系サービス 

身近な場所で提供する体制の構築が必要 

マルＤ 地域生活支援事業 

地域における相談支援体制の充実が必要 

成年後見制度の周知啓発が必要 

 

Ⅲ 平成２９年度の目標設定 障がい福祉サービス等の必要量の見込み 

国の基本指針に基づいた２９年度の目標値 本市の実情を踏まえた障がい福祉サービス及

び地域生活支援事業の必要量の見込みを設定するとともに それらの目標達成に向けた取

組やサービス等の必要量確保のための確保策を設定する 

 

１ 平成２９年度の目標設定 

福祉施設の入所者の地域生活への移行 

平成２５年度末時点の施設入所者のうち 地域生活に移行する者の割合 数 

国の目標値 １２パーセント以上 

市の目標値 ７パーセント以上 ２８人以上 

平成２５年度末時点と比較した施設入所者数の削減割合 数 

国の目標値 ４パーセント以上 

市の目標値 ４パーセント以上 １６人以上 

市の考え方 重度者の割合が高いことを考慮しつつ 直近の状況 今後の取組を踏まえ目

標設定 

 

地域生活支援拠点等の整備 居住支援と地域支援の一体的機能をもつ地域生活支援拠点の

整備 

国の目標値 少なくとも１つ以上 

市の目標値 １つ 

市の考え方 基幹相談支援センターを中核として 地域の社会資源との機能連携により面

的な整備を推進 

 

福祉施設利用者の一般就労への移行 

平成２４年度の一般就労への移行実績に対する一般就労への移行者数 



  

国の目標値 ２倍以上 

市の目標値 ２倍以上 ７８人以上 

平成２５年度末の就労移行支援事業の利用者数に対する割合 就労移行支援事業の利用者

数 

国の目標値 ６割以上増加 

市の目標値 ６割以上増加 １４７人以上 

就労移行支援事業所のうち 就労移行率が３割を超える事業所の割合 

国の目標 ５割以上 

市の目標 ５割以上 

市の考え方 より一層の一般就労移行者数の増加に向け 直近の状況 今後の取組を踏ま

え目標設定 

 

２ 障がい福祉サービス等の必要量の見込み 

サービス種別 居宅介護 重度訪問介護等 

ひと月あたりの利用量 

平成２７年度 １９１０４時間 

平成２８年度 １９６８６時間 

平成２９年度 ２０３１８時間 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ６９５人 

平成２８年度 ７２４人 

平成２９年度 ７５７人 

 

サービス種別 生活介護 

ひと月あたりの利用量 

平成２７年度 １７７１９人日分 

平成２８年度 １７８９５人日分 

平成２９年度 １８０７１人日分 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ９０４人分 

平成２８年度 ９１３人分 

平成２９年度 ９２２人分 

サービス種別 自立訓練のうち 機能訓練 

ひと月あたりの利用量 

平成２７年度 １１７人日分 

平成２８年度 １１７人日分 

平成２９年度 １１７人日分 

ひと月あたりの利用人数 



  

平成２７年度 ７人分 

平成２８年度 ７人分 

平成２９年度 ７人分 

サービス種別 自立訓練のうち 生活訓練 

ひと月あたりの利用量 

平成２７年度 ８９５人日分 

平成２８年度 ８９５人日分 

平成２９年度 ８９５人日分 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ４４人分 

平成２８年度 ４４人分 

平成２９年度 ４４人分 

サービス種別 就労移行支援 

ひと月あたりの利用量 

平成２７年度 ２０６０人日分 

平成２８年度 ２４１９人日分 

平成２９年度 ２７７８人日分 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 １０９人分 

平成２８年度 １２８人分 

平成２９年度 １４７人分 

サービス種別 就労継続支援 Ａ型 

ひと月あたりの利用量 

平成２７年度 ４０８０人日分 

平成２８年度 ４３６６人日分 

平成２９年度 ４４８８人日分 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ２００人分 

平成２８年度 ２１４人分 

平成２９年度 ２２０人分 

サービス種別 就労継続支援 Ｂ型 

ひと月あたりの利用量 

平成２７年度 ８７４８人日分 

平成２８年度 ８８３８人日分 

平成２９年度 ８９２８人日分 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ４８６人分 

平成２８年度 ４９１人分 



  

平成２９年度 ４９６人分 

サービス種別 療養介護 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ４７人分  

平成２８年度 ４７人分  

平成２９年度 ４７人分 

サービス種別 短期入所 

ひと月あたりの利用量 

平成２７年度 ８９４人日分 

平成２８年度 ９０２人日分 

平成２９年度 ９１０人日分 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 １０９人分 

平成２８年度 １１０人分 

平成２９年度 １１１人分 

 

サービス種別 共同生活援助 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ３６３人分 

平成２８年度 ３７８人分 

平成２９年度 ３９３人分 

サービス種別 施設入所支援 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ３９１人分 

平成２８年度 ３８６人分 

平成２９年度 ３８１人分 

 

サービス種別 計画相談支援 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 １９４人分 

平成２８年度 ２０９人分 

平成２９年度 ２２５人分 

サービス種別 地域移行支援 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ２人分 

平成２８年度 ２人分 

平成２９年度 ２人分 

サービス種別 地域定着支援 



  

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ６人分 

平成２８年度 ８人分 

平成２９年度 １０人分 

 

サービス種別 児童発達支援 

ひと月あたりの利用量 

平成２７年度 １１５５人日分 

平成２８年度 １４８５人日分 

平成２９年度 １８４０人日分 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 １０５人分 

平成２８年度 １１０人分 

平成２９年度 １１５人分 

サービス種別 医療型児童発達支援 

ひと月あたりの利用量 

平成２７年度 ２４８人日分 

平成２８年度 ３１０人日分 

平成２９年度 ３７２人日分 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ３１人分 

平成２８年度 ３１人分 

平成２９年度 ３１人分 

サービス種別 保育所等訪問支援 

ひと月あたりの利用量 

平成２７年度 ６人日分 

平成２８年度 ６人日分 

平成２９年度 ６人日分 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 １人分 

平成２８年度 １人分 

平成２９年度 １人分 

サービス種別 放課後等デイサービス 

ひと月あたりの利用量 

平成２７年度 １８１５人日分 

平成２８年度 ２１４５人日分 

平成２９年度 ２４７５人日分 

ひと月あたりの利用人数 



  

平成２７年度 １２１人分 

平成２８年度 １４３人分 

平成２９年度 １６５人分 

障がい児相談支援 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ２７人分 

平成２８年度 ３０人分 

平成２９年度 ３３人分 

 

市内事業所の定員数及び事業所数の見込み 

生活介護のうち 通所事業所のみ 

平成２６年度定員数 ４１６人 

平成２９年度定員数 ４４８人 ３２人不足 

必要事業所数 ２か所程度 

 

就労継続支援 Ａ型 

平成２６年度定員数 ２５０人 

平成２９年度定員数 ２５３人 ３人不足 

必要事業所数 １か所程度 

 

共同生活援助 

平成２６年度定員数 ３８３人 

平成２９年度定員数 ３９２人 ９人不足 

必要事業所数 ２か所程度 

 

必要事業者数については １事業所あたりの平均定員数から算出 

 

３ 地域生活支援事業の必要量の見込み 

サービス種別 相談支援事業のうち 障がい者相談支援事業 基盤相談支援センターを含

む 

実施見込みの箇所数 

平成２７年度 ８箇所 

平成２８年度 ８箇所 

平成２９年度 ８箇所 

サービス種別 成年後見制度利用支援事業 

年間の利用人数 

平成２７年度 ３人 

平成２８年度 ３人 



  

平成２９年度 ３人 

サービス種別 意思疎通支援事業のうち 手話通訳 要約筆記者派遣事業 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 １１５人 

平成２８年度 １２３人 

平成２９年度 １３１人 

サービス種別 意思疎通支援事業のうち 手話通訳者設置事業 

年間の設置人数 

平成２７年度 ２人 

平成２８年度 ２人 

平成２９年度 ２人 

サービス種別 移動支援事業 

ひと月あたりの利用量 

平成２７年度 ２９８２時間 

平成２８年度 ２９８２時間 

平成２９年度 ２９８２時間 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ２８４人 

平成２８年度 ２８４人 

平成２９年度 ２８４人 

サービス種別 地域活動支援センター 

設置数 

平成２７年度 １５箇所 

平成２８年度 １５箇所 

平成２９年度 １５箇所 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ２２１人 

平成２８年度 ２２１人 

平成２９年度 ２２１人 

サービス種別 福祉ホーム事業 

設置数 

平成２７年度 ２箇所 

平成２８年度 ２箇所 

平成２９年度 ２箇所 

サービス種別 訪問入浴サービス事業 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 １９人 

平成２８年度 １９人 



  

平成２９年度 １９人 

サービス種別 日中一時支援事業のうち 日中支援型 

ひと月あたりの利用回数 

平成２７年度 ２８６５回 

平成２８年度 ３００８回 

平成２９年度 ３０９８回 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ４１８人 

平成２８年度 ４３８人 

平成２９年度 ４５１人 

サービス種別 日中一時支援事業のうち 放課後支援型 

ひと月あたりの利用回数 

平成２７年度 １５６５回 

平成２８年度 １５８１回 

平成２９年度 １５９７回 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ２２８人 

平成２８年度 ２３０人 

平成２９年度 ２３２人 

サービス種別 日中一時支援事業のうち 医療的ケア 

ひと月あたりの利用回数 

平成２７年度 ８３回 

平成２８年度 ８３回 

平成２９年度 ８３回 

ひと月あたりの利用人数 

平成２７年度 ２１人 

平成２８年度 ２１人 

平成２９年度 ２１人 

 

４ 目標達成に向けた取組やサービス等の必要量確保のための確保策 

 

１ 地域生活への移行 

グループホームの施設整備等の支援による整備促進 拡充 

 

２ 地域生活支援拠点等の整備 

基幹相談支援センターを中核として グループホームや短期入所等の利用をマネジメント

する機能の充実 新規 

 



  

３ 一般就労への移行 

就労移行支援事業所の利用者を対象とした職場体験実習の実施 新規 

 

４ 障がい福祉サービス等の必要量確保策 

基幹相談支援センターを中核とした相談支援体制の強化 新規 

相談支援専門員の サービス等利用計画 作成のスキルアップに向けた研修等の実施 

 

５ 地域生活支援事業の必要量確保策 

意思疎通支援事業 関係団体との連携による手話通訳者等の要請と資質向上 

地域活動支援センター事業 安定した事業運営とサービスの質の向上 


